
ネットワークを運営する組織と課題について

【第５回東日本大震災の記憶・教訓伝承のあり方検討有識者会議資料】

資料４



（１）ネットワークを運営する組織の必要性
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○震災記憶・教訓の収集・整理・活用 ○教育・研修
〇発信・交流 ○ネットワーク・マネジメント

複層的ネットワークを運営する組織の必要性
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（２）ネットワークを運営する組織の機能と課題
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○組織に求められる機能（素案）

①震災記憶・教訓の収集・整理・活用
・発信情報の掘り起こし・活用
・語り部等人材情報の収集
・語り部の確保・育成の支援
・アーカイブ収集・整理・分析・活用

②教育・研修
・県民参画・県民向けの伝承の企画
・伝承活動の担い手確保・育成
・防災学習等のカリキュラム・教材等の開発・共同利用
・啓発イベントの開催、既存イベントとの連携
・災害対応人材の育成・派遣・交流

③発信・交流
・情報発信（ＷＥＢ・紙媒体）
・伝承等の問い合わせ対応の受入窓口・相談窓口
・復興ツーリズム等のコーディネート（修学旅行・観光・視察）
・災害発生予測地域との連携
・県外の取組主体との連携・交流
・啓発イベントの開催、既存イベントとの連携（再掲）
・災害対応人材の育成・派遣・交流（再掲）

④ネットワーク・マネジメント
・震災遺構・伝承施設等のネットワークの形成・維持（施設相互
紹介・共通展示品の作成と展示品の共通利用）
・アーカイブの連携
・取組主体相互の情報共有・協働体制づくり

○実効ある官民連携のあり方

①組織の形態

②人材確保

③持続性（財源確保等）
など



【参考】震災伝承組織の先行事例

公益財団法人ひょうご震災記念21世紀研究機構 公益社団法人中越防災安全推進機構

設立
経緯

平成7年 1月 阪神・淡路大震災発生
平成9年12月 兵庫県、神戸市他11市の出捐により、阪神・淡

路大震災記念協会設立
平成18年4月 (財)21世紀ヒューマンケア研究機構と統合し、改

称

平成16年10月 中越地震発生

震災直後に、長岡技術科学大学・長岡造形大
学・長岡大学・長岡工業高等専門学校・長岡雪
氷防災研究所が防災安全学問コンソーシアム
を形成。長岡市、長岡商工会議所、(財)北陸建
設弘済会が参画

平成18年 9月 中越防災安全推進機構設立

目的

・安全・安心なまちづくり、共生社会の実現を図る
・総合的なシンクタンクとして調査研究を進めるとともに、諸課
題について政策提言等を行う

・震災復興
・災害体験の共有化
・地域活性化・産業振興

事業

①「安全安心なまちづくり」、「共生社会の実現」に関する調査
研究

②学術交流の促進及び人材養成
③「ひょうご安全の日」関連事業の実施及び支援
④兵庫県が設置する公の施設の管理運営
⑤その他この法人の目的を達成するために必要な事業

①防災安全学問研究の推進・創造に関する事業
②防災・復興人材育成と人的ネットワークの形成に関する事業
③防災安全情報・技術振興に関する事業
④地方の持続可能性の維持・獲得に関する事業
⑤その他前条の目的を達成するために必要な事業

管理
施設

【県からの指定管理者】
・人と防災未来センター（西館：H14.4、東館：H15.4開館）
・こころのケアセンター（H16.4開館）

【市からの施設提供】
・長岡震災アーカイブセンターきおくみらい（H23.10開館）
・おぢや震災ミュージアムそなえ館（H23.10開館）
・川口きずな館（H23.10開館）
・やまこし復興交流館おらたる（H25.10開館）
・中越沖地震メモリアルまちから（H27.11開館)

事業
規模

【H28決算】
当期経常費用計 1,322,305千円
うち人と防災未来センター 877,121千円
うち心のケアセンター 209,491千円

【H27決算】
当期経常費用計 378,053千円

３


